別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名: 事業継続計画普及促進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　商工政策課　政策企画担当　電話番号：058-272-1111（内3044）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：８００千円（前年度予算額：６００千円）

	事業内容


	１　事業の内容


企業の経営戦略の一環である事業継続計画（ＢＣＰ）の更なる普及を促進するため、ＢＣＰの裾野を広げるための「入門編」としてのセミナーを開催する。また、先進的な取り組みを行っている企業や大学、行政機関を中心に２３年５月に立ち上げた「岐阜県ＢＣＰ研究会」を活用し、県内企業のレベルアップと企業相互間の研鑚を図る。
(1)事業継続計画（ＢＣＰ）策定セミナーの開催

大垣共立銀行と県との防災協力協定に基づき、同行と協力・連携し、県内企業に
ＢＣＰの概要を周知し、取り組み開始の意識付けを行うセミナーを開催する。

(2)「岐阜県ＢＣＰ研究会」の運営

ＢＣＰに関心の高い企業、産業支援機関、行政等による研究会を２３年５月に設置。
３月に１回程度の頻度で定例会を開催する。


	２　所要経費


(1)事業継続計画（ＢＣＰ）策定セミナーの開催

   ○事業費： 237千円

   ○内　容： 使用料　80千円（２会場（@40,000円×１回）
講師料　100千円（２会場（@50,000円×１回）
講師費用弁償　47千円（@23,380×2人）
消耗品費　10千円（チラシ・資料等）

(2)「岐阜県ＢＣＰ研究会」の運営

   ○事業費： 563千円

   ○内　容： 会場借上　160千円（１会場×４回（@40,000円×4回）
講師料　200千円（１会場×４回（@50,000円×4回）
講師費用弁償　94千円（@23,380×4回）

旅費（連絡調整）  29千円（@3,504×4回×2名）
消耗品費　40千円（チラシ・資料等）
役務費　40千円（通信・郵送）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


５　自然災害死者ゼロプロジェクト

　Ⅰ　大規模な防災啓発の展開

　　◆　「自助実践２００万人計画」の推進

６　モノづくり立県推進プロジェクト

　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化

　　◆　中小企業の取引支援
	２　これまでの取組状況


(1)事業継続計画（ＢＣＰ）セミナーの開催

· 平成１９年５月に大垣共立銀行と締結した「防災協力に関する協定」に基づき、ＢＣＰの概要を周知し、県内企業における取り組み開始に向けた意識付けを主な目的としたセミナーを平成１９年度より毎年開催(平成23年11月に県内２箇所で開催予定)。

(2)「岐阜県ＢＣＰ研究会」の設置

· ＢＣＰに関するレベルアップと企業相互間の交流・研鑚を図ることを目的とした「ＢＣＰ研究会」を平成２３年５月に設置した。
· ＢＣＰに関心のある県内企業等をメンバーとして、先進事例の調査や、先進企業・専門家を招いた事例発表会の開催など、ＢＣＰに関するレベルアップと企業相互間の交流・研鑚を図ることとしており、年４回程度のペースで会合を開催します。


　
	３　これまでの取組に対する評価


　ＢＣＰを策定している企業は、非常事態においても中核事業を一定レベル継続することができ、経営への影響を最小限にとどめることが可能となる。また、平常時の企業価値向上にも大変有意義となることから、県としてもセミナーの開催等により県内企業への周知啓発を進めてきた。
　しかし、東日本大震災の発生もあってＢＣＰに対する認識は高まっているものの、民間企業の調査では、震災以後の調査でも県内企業の約７割が「策定の必要なし」と回答するなど、その必要性を感じている企業は少ないことから、「岐阜県ＢＣＰ研究会」の運営等により実際の企業のＢＣＰ策定の行動につなげていく必要がある。
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【「岐阜県ＢＣＰ研究会」活動実績】


 ○第１回会合


　・日時：平成２３年５月２０日　大垣市情報工房（大垣市）


　・講師：渡辺研司　名古屋工業大学大学院教授


　・テーマ：「東日本大震災における企業被害の拡大と今後の復興への道筋」


　・参加者：８６名


 ○第２回会合


　・日時：平成２３年９月７日（水）　じゅうろくプラザ（岐阜市）


　・講師：伊藤毅　（株）富士通総研BCM事業部事業部長


　・テーマ：「これからの事業継続マネジメント」


　・参加者：８０名








※事業継続計画：BCP  (Business Continuity Plan)


企業が自然災害や事故などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことで、ＢＣＭ（Business Continuity Management）はそのマネジメント手法。





【H22実績】


　・平成22年10月27日　ソフトピアジャパン（大垣市）　参加９９名


　　講師：渡辺 研司氏　（NPO法人事業継続推進機構 副理事長・名古屋工業大学大学院 教授） 


  ・平成22年10月28日　テクノプラザ（各務原市）　参加８０名


　　講師：丸谷 浩明氏　（NPO法人事業継続推進機構 理事長・（財）建設経済研究所 研究理事）








